
令和７年度税制改正について
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⾮課税枠
（課税最低限）

⽣活物価の上昇に合わせ、税負担を軽減します︕

⽣活必需品物価も参考に
より⽣活実感に近い引上げ率

消費者物価指数
（総合）

• 原則すべての⼈に適⽤される基礎控除は定額であるため、物価に合わせて調整が必要です。
通常の⽅法では10％の引き上げとなりますが、より⽣活実感に近い20％、10万円引上げ

※ ⾼額所得者（合計所得⾦額2,350万円以上）には適⽤はありません。

（参考）最後に基礎控除引き上げが⾏われた1995年〜2023年の物価上昇率
消費者物価指数（総合） 10.1％上昇
基礎的⽀出（⽣活必需品を多く含む） 20.1％上昇

• 同じく定額の給与所得控除の最低保障額も10万円引上げ
• 所得税の⾮課税の⽔準は103万円から123万円に（社会保険料を差し引いた後）
• 令和７年12⽉の年末調整からスタート
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デフレで物価は停滞
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消費者物価指数（総合）に
沿った引き上げ



学費や⽣活費のために、留学などの夢のために、
もっと働きたい⼤学⽣が税を気にせず働けるように︕

親の税⾦を気にして就業調整をしている⼤学⽣の⽅へ
※ 19歳から22歳が対象。

• 給与（アルバイト）収⼊150万円まで働いても、親の税負担が増えなくなります
【現在】 103万円以上稼ぐと、親が特定扶養控除（63万円）を受けられない

【令和７年から】 150万円までは、親が63万円の控除を受けられる新たな控除を創設
※150万円を超えると、親の控除は徐々に⼩さくなりますが、すぐにはなくなりません。

・ ⼤学⽣本⼈も給与150万円まで働いても税⾦が課されなくなります（現在は130万円まで）
※ 全ての⼤学⽣が対象。
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（注）上記の給与収⼊及び合計所得所得の⾦額は、令和７年度改正案による給与所得控除の最低保障額の引上げ（+10万円）適⽤後の⾦額である（【現⾏】の部分を除く。）。

⼦の給与収⼊
（合計所得⾦額）
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新たな特別控除の創設これまでの
所得要件

150万円まで働いても、親の税負担が増えない



〜11万円
約3,000万⼈

〜25万円
約100万⼈

〜33万円
約90万⼈

〜38万円
約30万⼈

〜23万円
約900万⼈

〜15万円
約1,100万⼈

納税者数の割合
給与収⼊（夫婦⼦⼆⼈（⽚働き、⼦は⼤学⽣・⾼校⽣）の場合）
給与収⼊（単⾝の場合）

約57％
655万円
442万円

約78％
836万円
649万円

約97％
1,409万円
1,290万円

減税額

基礎控除の⼤幅引き上げは、⼀部の⾼所得者に⼤きな減税

約99％
2,321万円
2,205万円

（注１）限界税率45％の場合には、減税額はなしと仮定。
（注２）給与収⼊については、単⾝の103万円を除き、⼀定の社会保険料が控除されるものとして計算。

約96％
1,210万円
1,078万円

国・地⽅併せた減収額は７〜８兆円

国・地⽅の基礎控除をそれぞれ７５万円
引き上げた場合の減税額のイメージ

• 基礎控除等の所得控除の引上げは、⾼所得者ほど減税額が⼤きい。
• 所得税の納税者（約5,500万⼈）は国⺠の４割強で、そのうち、ごくわずかの⾼所得者が⼤きな恩恵。
• 国・地⽅の基礎控除をそれぞれ７５万円引き上げた場合、国・地⽅あわせて毎年７〜８兆円の財源

をどうするのか。地⽅は交付税も含めると、5兆円の収⼊減。

０％
355万円
103万円

⼈⼝の60％弱は所得税の
⾮納税者であるため減税額なし
（住⺠税の場合、50％程度が⾮納税者）



その他の取組

• 企業年⾦の有無等によるiDeCo（個⼈型確定拠
出年⾦）の拠出限度額の差異を解消します

• また、賃⾦上昇の伸びを踏まえ、会社員の確定
拠出年⾦の拠出限度額（企業型＋iDeCo）を
7,000円引き上げます（⽉5.5万円→6.2万円）

• この結果、企業年⾦のない会社員は、従来の
2.7倍までiDeCoに拠出可能になります（⽉2.3
万円→6.2万円）

• 個⼈事業主についても会社員と同額の引上げを
⾏います（⽉6.8万円→7.5万円）

• ⼦育て世帯等に対する住宅ローン控除・住宅リ
フォーム税制の拡充を⾏います（7年限り）

• ⼦育て世帯に対する⽣命保険料控除の拡充を
⾏います（8年限り）

⽼後に向けた資産形成の⽀援 ⼦育て世帯への⽀援

• 地域経済に好循環を⽣み出すため、売上⾼
100億円超を⽬指す中⼩企業を対象に、中⼩
企業経営強化税制を拡充します（対象資産に建
物を追加）

• 中⼩企業の軽減税率の特例を２年延⻑します

地域を⽀える中⼩企業への⽀援

• 厳しい安全保障環境を踏まえ、防衛⼒強化の
安定財源を確保するため、税制措置を講じます

• 法⼈税は、８年４⽉以後開始する事業年度に
ついて、税額から500万円を差し引き、94％の
法⼈を対象外とする仕組みとした上で、法⼈税
率１％相当の防衛特別法⼈税を導⼊します

• 所得税については、引き続き検討することとします

• 加熱式たばこの課税について、紙巻たばことの
税負担差を解消するため、２段階で適正化しま
す（8年4⽉・10⽉）国のたばこ税率は３段階で⾒
直します (9年4⽉、10年4⽉、11年4⽉に0.5円/1本ずつ)

防衛⼒強化に係る財源確保
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